
  

 ４０歳代まで、大阪独自支援ありま～す 

いよいよ、来月になりました。「魅力いっぱい分科会」の続編をお知らせします。 

今回は、大阪からの参加者（大阪の団体・組織会員含め）の参加費は３,０００円ですが、次の世代に運

動をつないでいくために、４０歳代までの方は１,０００円を支援します。当日以降にお渡しします。 

申し込みは、リーフレットのＱＲコードや自治体問題研究所のＨＰやⅩからお願いします。 

 

 

 

 

第68回自治体学校 in 大阪 №4   

大阪の保育現場で何が起こっているのか？ 3 本のレポートをもとにフロアーからも積極的に発言してい

ただき、課題と今後のとりくみを明らかにしていきたいと思います。 

① 公立保育園の統廃合、認定こども園化がすすめられるもとで、どんな問題が起こっているか 

② 今年の 4 月から全国実施となった「こども誰でも通園制度」における実施状況と課題について 

③ 保育士の業務負担軽減を打ち出し保育職場のＩＣＴ化、ＤＸ化をすすめているもとで保育士の専門性に

ついて 

高市政権は、健康保険法改定で、患者、家

族に医療費負担の増大を押し付けようとして

います。「ＯＴＣ類類似薬の保険適用外し」

では、法文上、保険適用外の対象は薬剤にと

どまらず、診察や処置、手術などの医療行為

全般にまで拡大可能となっています。そして

「後期高齢者医療の保険料や窓口負担割合の

判定への金融所得の反映」「高額療養費の年

間上限の創設」なども出され、法案審議で

17 項目の付帯決議をしないといけないもの

になっています。社会保障である医療保険の

改悪を許さない、国民皆保険、公的医療を守

る運動を展望する分科会を行います。そして

自治体病院から公的病院を守る取り組みの報

告をします。 

 

この分科会は「『公共』の担い手の現状、公

務公共サービスのあり方」という大きなテー

マに関心を持つみなさんに集まっていただ

き、参加者が話したいテーマを提案し、興味

のある人が集まり、自由に議論やアイデアを

出し合う OST(オープンスペーステクノロジ

ー)の手法も使ってすすめていきます。 

自治体や公共職場の正規・非正規のみなさ

ん、住民や地方議員のみなさん、それぞれに

話したい・考えたいことがあるかと思いま

す。ぜひ持ち寄ってください。 助言者は、

北海学園大学の川村雅則先生です。  



                                                             

「自治体学校唯一の講座「地方自治制度」は、 榊原秀訓・南山大学教授を講師に「地方自

治の憲法的価値、法制度と近年の政策」と題して開講します。 

地方自治が規定された現行憲法が 1946 年に公布され、80 年。住民自治・団体自治とい

った憲法的価値を確認します。それが法制度として実現しているのか、近年の地方自治をめ

ぐる政策が憲法的価値に適合しているのか、80 年前から前進したのか、民主主義や人権保

障にも触れながら考えてみます。 

講師の話だけでなく、質疑に答える時間をとり、参加者の疑問に法制度からアプローチし

ます。 

 

この分科会を一番たのしみにしているの

が運営委員の私です！ 

それは、この分科会を長く担当されてき

た尾林先生が、「どこもかしこもやられてい

るけれど、希望がわくような分科会にした

い」と語られたこと。「民営化に希望！？ほ

んまに？」と学童保育の民間委託でボロボ

ロにされた私の心の声。でも「どこもかし

こも…」不安になっているからこそ希望が

必要なのかもしれない。そう。ボロボロの

まま終わるわけにはいきません。ぜひこの

分科会にご参加いただき一緒に知恵や経験

を出し合いましょう。 

午前中は、今の民営化の状況(公園課の

PFI 等)を尾林先生からお話しいただき、「給

食センターの PFI 化」のレポート報告を。

午後からは、「学童保育の企業参入の問題

点」のレポート報告と、ゲストスピーチと

して伊賀市･稲盛市長に「市民課業務の再公

営化」についてお話いただくなど 1 日盛り

だくさん！自治体のいろいろな業務で進む

民営化の実態やとりくみを交流し、手がか

りそして希望がもてる分科会にしようと準

備中です。 

 

子どもたちの育ちあいの場、地域の拠点施設

として大切な「学校」。少子化・人口減少の状況

がある中、統廃合問題は、子どもの声、住民の

声を反映させながら議論すべき重要なテーマに

なっています。 

今回は、各地の運動に関わられている山本由

美先生の問題提起と、大阪府豊中市の「小中一

貫校の現状」、長野県茅野市の「学校統廃合を全

市的にゼロベースに戻した、学校再編を地域住

民とともに進めている事例」、奈良県生駒市の

「2 小学校の統廃合を止めた運動」などを報告

いただき、考えあいます。 

 


